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「難民」保護への挑戦

「難民」1）保護への挑戦
―第三国定住受入れを英国の事例から問う2）
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1 　「グローバル・ブリテン」の庇護制度

　「英国は世界に開かれてきた誇らしい歴史を持つ。グローバル・ブリテン（Global 

Britain）はこの伝統を受け継いでいく。……新たな入国管理計画の中心となる理

念は公正（fairness）である」（HM Government 2021: 2）。2021年 3 月に、「新し

い入国管理計画―政策方針（New Plan for Immigration: Policy Statement、

以下、2021年入国管理計画）」が発表された。その冒頭でパテル（P. Patel）内相

は、欧州連合（EU）からの離脱後の方針について、上のように記した。2021年入

国管理計画に基づき、「国籍および国境法案（Nationality and Borders Bill 2021、

以下、2021年国籍・国境法案）」が同年 7 月に議会に提出された。法案名にかかわ

らず、その中身の大半は庇護に関するものである。今後、議会を通過する過程で

修正が加えられるだろうし、廃案になる可能性もある。しかしグローバル・ブリ

 1）	 本論文では、難民条約に基づく難民に限定して述べる場合は「難民」と表記する。
 2）	 本論文の一部は、2019年に発表した研究ノート（柄谷 2019）に基づく。
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テンとしての方針は、2021年入国管理計画に明示された通りである。

　グローバル・ブリテンの庇護制度は、「第三国定住受入れ（resettlement）」3）を

推奨し、入国後の個別庇護申請には厳しい。この方針は、EU 離脱前からの継続

である（Home Office 2005）。労働党政権であっても保守党政権であっても変わ

っていない。なぜ、人権団体や法曹界からの批判や懸念にもかかわらず、この方

針が一貫して推進されているのか？その要因、また論拠はなにか？

　2021年入国管理計画によれば、グローバル・ブリテンが目指す庇護制度は、以

下のように説明される（HM Government 2021: 2-4）。入国管理制度の基本理念

は公正である。人道主義に基づく庇護制度は、入国管理制度の一部である。英国

が提供できる庇護には限界があり、制度の維持には公正さが不可欠である。現行

の庇護制度の下では、第三国定住受入れのような「確立された正規のルート」を

通じた入国者だけでなく、密航業者を通じた「非正規のルート」で入国した後に

庇護を申請する者がいる。後者は、密航業者に支払う金銭を有する者である。庇

護はそれが必要な人に提供されるべきである。金銭の有無によって制度の参入が

決まるのは不公正である。後者の場合、経済目的の入国者による制度の悪用が危

惧される。今後は、非正規のルートで入国した者の庇護申請を思いとどまらせる

と同時に、そのような入国方法を提供する者に対する罰則を強化する。そうする

ことは、密航業者を通じた危険な方法で入国を図り命を落とす者を守ることにも

なる。今後は、英国への入国方法に従い「難民」を選別する4）。非正規のルートで

入国した後に「難民」と認定された「グループ 2 難民（Group 2 refugee）」は、

正規な方法で入国した「グループ 1 難民（Group1 refugee）」と比べて厳格に処

遇する。このような抜本的改革の実施によって、公正な制度が確立され、英国国

 3）	 グッドウィン＝ギル（G. Goodwin-Gill）らによれば、「第三国定住受入れ」とは、「暫定在
留の国または第一次庇護国での滞留から、別の第三国による定住が認められること」（Goodwin-
Gill & McAdam, 2007: 477）を意味する。

 4）	 2021年法案第10条 2 項は「難民」をグループ 1 とグループ 2 に分ける。法案の説明用注記に
よれば、どちらも難民条約に示される保護と権利は付与されるが、グループ 2 の「難民」は家
族結合権利などが制限される（House of Commons 2021: 25）。
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民の制度への支持が維持される。

　第三国定住受入れの推進は英国だけの方針ではない。1990年代後半以降、国連

難民高等弁務官事務所（UNHCR）もその重要性を訴えている（UNHCR 2019）。

もちろん第三国定住受入れの拡大により、一部の国への難民保護の「責任（もし

くは、負担）」の集中を防止できる5）。また、第三国定住受入れを通じ、各国の協

調関係の拡大も期待できる6）。「難民」にとっても、第三国定住受入れを通じ、安

定した生活基盤が確保できるのは望ましい。しかし現実は期待通りにはなってい

ない。2020年には、8240万人が UNHCR の保護を必要とした。それに対し、第三

国定住受入れの対象となった者は 3 万4400人にすぎなかった（UNHCR 2020: 

2-3）。現状では、第三国定住受入れを通じた「分担」が世界的に進んでいるとは

言いがたい。そうであるならば、第三国定住受入れの推進という UNHCR の方針

転換は、国際的難民保護体制にどのような影響を及ぼしているのか？

　本論文では、英国の庇護制度において第三国定住受入れが果たす役割を検討す

る。どの国であっても、国境を越えるヒトの移動に関する制度は国際的要因から

大きな影響を受ける。英国の庇護制度も例外ではない。制度の立案・運用および

変遷は、国際的難民保護体制のあり方と密接に関わっている。21世紀の国際的難

民保護体制において、第三国定住受入れが再評価され推奨される意味を、グロー

バル・ブリテンの庇護制度を事例として批判的に検討したい。一体、だれのため

に、なぜ第三国定住受入れがすすめられ、それによってなにを「恒久的」に「解

決」しようとしているのか。

　次節では、英国の入国管理制度の一部として、庇護制度が変容していく過程お

よび現状を述べる。第 3 節では、第三国定住受入れに対する評価および問題点を

紹介する。続く第 4 節では、冷戦後の国際的難民保護体制において第三国定住受

 5）	「負担」という語句には否定的な意味が含まれる。そのため、関連する語句を定義分けし、
「責任分担（responsibility-sharing）」という語句を使用する研究もある（Betts, et. al. 2017）。
2016年の難民に関するグローバル・コンパクトでは、「負担および責任分担」と記されている。

 6）	 UNHCR は第三国定住を「国際的連携や責任共有システムの具体的表明」と明記している
（UNHCR 2011: 3）。
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入れの重要性が強調され、いわゆるグローバル・ノース（Global North）の中の

先進国である英国で、その役割が推奨される論拠を検討する。近年、従来の難民

研究に対する批判的考察が進み、国際的難民保護制度の地政学的性質や「難民」

定義の戦略的利用などが検討されている7）。この議論を踏まえなければ、救済対象

としての「難民」の強調が、庇護申請の方法まで限定する厳格な庇護制度の成立

から許容、さらには推奨へと展開していく要因や背景を問うことはできない。こ

のような「難民」の定義づけの結果、第三国定住の受入れ推奨の制度化を通じて、

庇護を必要とするが「難民」とは定義されない人々と「難民」の区別だけでなく、

「難民」の中での選別の正当化へと繋がることを、英国の事例が示している。最後

にこれまでの議論をまとめた上で、以下の点を指摘したい。現状では、UNHCR

および受入れ国主導で一部の「難民」を選別し、そのような「難民」にだけ第三

国定住受入れという「解決」手段が与えられているにすぎない。今後も「難民」

保護のための国際的制度は不可欠である。しかし第三国定住受入れの積極的利用

とは、「難民」限定の保護から保護の対象者をさらに限定することに、UNHCR 自

身がお墨付きを与えるという意味になる。そうであれば、現状の国際的難民保護

制度が「解決」できる問題は少ない。

2 　英国の庇護制度の変遷

（1）庇護制度をめぐる現状

　現在、英国で「難民」資格が付与される方法は、国内での個別庇護審査と第三

国定住受入れの二通りである。これまでも、両者の比較を通じて、個別庇護審査

の過酷な扱いが問題視されていた。庇護審査の「二層制度（two-tier system）」

 7）	 従来の難民研究を批判的に検討する研究が1990年代半ば以降増えている。これらは「批判的
難民研究（critical refugee studies）」と総称される。その中では、たとえば国際的難民保護体
制は植民地支配の遺産の上に築かれており、グローバル・サウスの視点を無視しているという
批判がある（Chimni, 1998）。くわえて、過去の不正義や過失の倍賞として庇護を付与するこ
とを提唱する議論もある（たとえば、Souter 2014; Coen 2017）。
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（APPG 2017: 6）を批判する先行研究は多い。人権保護団体や専門家からの批判

や懸念にもかかわらず、2021年国籍・国境法案では、今まで以上に個別庇護審査

受入れが厳格化され、第三国定住受入れが推奨されている。このような方針は、

労働党および保守党政権のどちらにおいても支持されてきた。

　2020年の英国における庇護申請数は 2 万9456件だった（Sturge 2021: 10-12）。

庇護申請数は2002年の 8 万4132件をピークに減少に転じ、2010年には 2 万件を切

った。2015年には中東やアフリカから欧州を目指す移民・難民が急増し、英国で

の庇護申請数も 3 万2733件となった。しかしその後は増加傾向はみられていない。

一方、コロナ禍の2020年は審査認定件数が激減し、異議申立および退去手続きを

含めた取扱中の件数（“work in progress” caseload）が過去最高になった（Sturge 

2021: 14-15）。2021年入国管理計画は、取扱中の件数の多さが制度の維持を不可

能にするレベルに達しており、制度改革が急務であると強調している（HM 

Government 2021: 8）。ただし新規の庇護申請数が増加しているわけではないた

め、審査認定の遅さの方が問題だと指摘する研究もある（Mayblin 2021: 1）。2020

年の受入れ数をみると、人道的保護などを含めた在留許可人数は9936人だった。

そのうち個別庇護申請を通じた受入れ数は7546人なのに対し、第三国定住受入れ

は823人にすぎない（Home Office 2021b）。全世界では、2020年の第三国定住の

受入れ数は 3 万4400人で、2019年の三分の一に減っている（UNHCR 2020: 47）。

　2021年国籍・国境法案は、「崩壊している庇護制度の修正を目的とした、過去数

十年で最も包括的な改革」の実現を目指している（Home Office 2021a）。同法案

の 3 つの目的は、「制度の公正性の向上を通じた、庇護を必要とする人々への一層

の支援と保護」、「非正規入国の抑制を通じた、人身売買や密入国ビジネスの根絶

と被害者の救済」、「滞在する権利のない者に対する強制退去の促進」である8）。同

時に、紛争地域から「本当の難民（genuine refugees）」を英国に直接受け入れる

方法として、第三国定住受入れが引き続き推奨されている。というのも英国政府

 8）	 2021年国籍・国境法案が掲げる 3 つの目的は、同年 3 月に示された2021年入国管理計画をそ
のまま踏襲している。
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にいわせれば、虚偽の庇護申請者やそのような者を助ける密入国業者を利するこ

となく、真に助けを必要とする者を確実に救うことができる方法が第三国定住受

入れだからである。第三国定住受入れプログラムでは、英国政府が人数や地域を

指定する。2021年 3 月からは、既存のプログラムを統合し、新たに「英国・第三

国定住プログラム（the UK Resettlement Scheme、以下、UKRS）」が始動して

いる9）。一方、非正規のルートで入国し庇護申請をする者や、入国して一定期間が

経過した後で庇護申請をする者に対しては、たとえ申請が認められたとしても限

定的な権利しか付与されない（第10条）。入国方法や庇護申請までの時間に基づく

「難民」の選別について、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は難民条約違反

であると指摘する（UNHCR 2021）。また英国赤十字社は、庇護の付与は「直面

する危険」に基づくべきであり、「入国方法」に基づくべきではないと述べている

（British Red Cross 2021: 5）。

（2）英国の庇護制度の歴史と第三国定住受入れの推進

　英国初の庇護関連法として制定されたのが、1993年の「庇護および移民控訴法

（Asylum and Immigration Appeals Act 1993、以下、93年庇護・控訴法）」だっ

た。この法の下で、難民条約上の義務が入国管理制度の中に組み込まれた。1995

年にはすでに、英国と密接な関係を持つ者や、滞在地では必要な医療支援が受け

られない者に限定した第三国定住受入れが始まる10）。本格的に第三国定住受入れ 

が導入されたのは、2004年の「ゲートウェイ保護計画（Gateway Protection 

Programme、以下、GPP）」からである。その後、UNHCR と協働して、対象地

 9）	 当初、新たな第三国定住受入れプログラムが2020年に開始する予定だった（Gower, 2021）。
新型コロナウィルスの影響を受け、2020年 3 月から停止していたが、2021年 3 月に再開した

（UK Parliament 2021）。
10）	 2004年以前は、①英国と密接な関係のある者に限定した受入れ（the Mandate Refugee 

Scheme）、②居住地では受けられない医療サービスが必要な者に限定した受入れ（the Ten or 
More Plan）、③緊急事態に対応した受入れ―たとえば、1999年のコソボや1990年代初頭の
ボスニア―が実施されていた（詳細は、Refugee Council 2004: 8）。
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域や要件を限定した複数のプログラムが実施されていく。2020年までの時限プロ

グラムとして、2014年にはシリアからの受入れに限定したプログラム（Vulnerable 

Persons Resettlement Scheme、以下、VPRS）が、2016年には中東・北アフリカ

からの子とその家族を対象としたプログラム（Vulnerable Children’s Resettlement 

Scheme、以下、VCRS）がそれぞれ始まった（Home Office 2018）。また上記の

2 プログラムとは別に、2016年移民法（Immigration Act 2016）の審議過程で修

正案が通過し、保護者を伴わない未成年者（unaccompanied children）を欧州か

ら受け入れることが決定した（67条）11）。先述の通り2021年現在、GPP、VPRS、

VCRS を統合した上で、出身地域の制限を撤廃した新たなプログラム（UKRS）が

始まっている12）。

　93年庇護・控訴法成立時には、庇護申請の多くを虚偽の申請と疑い、その中か

らいかに「真の」（ゆえに少数の）庇護申請者を区別するかが争点となっていた

（柄谷 2003）。97年に労働党政権が登場して以降も、入国管理および庇護制度に関

する問題意識は変わらなかった。それはつまり、第 1 に、庇護申請者の大半が経

済目的の移民（つまり、「難民」はごく少数）であり、第 2 に、庇護申請者と移民

の境界が交錯している状況において、庇護申請・審査と移民受入れを統括して扱

う包括的な入国管理枠組みが必要である。そして第 3 に、迫害や拷問から逃れて

きた真の「難民」を助けるはずのシステムが、経済目的の移民によって悪用され

ているため、「難民」保護の観点からいっても、移民・庇護法を強化し、虚偽の庇

護申請者の入国を規制すべきと考える。2001年には、当時の首相だったブレア（T. 

Blair）が、難民条約は時代遅れであり、新たな国際的枠組みが必要であると訴え

る論文を日刊紙に発表した（The Times 2001.5.4）。包括的な入国管理制度の中

での庇護申請の扱いと、国際的難民保護枠組みの再検討の二点（Conservative 

11）	 修正案を提出したダブ（Lords Dubs）卿の名を取って、「ダブ・スキーム」と一般に呼ばれ
ている。当初、政府は480人の受入れを表明していたが、2020年 1 月時点で判明しているのは
220人にすぎない（UK Parliament 2020）。

12）	 当初、新たに統合された第三国定住受入れプログラムの下で、初年度だけで5000人程度の受
入れを予定していた（Wilkins 2020）。
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Party 2017: 40）は、グローバル・ブリテンにおける政策目的として引き継がれ

ている13）。

　2000年代に入ると、9.11同時多発テロ事件およびその後の各地のテロ事件を受

け、庇護制度の厳格化を懸念する声は急速に弱まっていった。2002年にブレア政

権が発表した『安全な国境、安心できる場所（Secure Borders, Safe Haven: 

Integration with Diversity in Modern Britain、以下、2002年白書）』の中で、入

国管理に関する新たな枠組みが明示された（Home Office 2002）。この時、入国

管理制度の基盤とされたのが「管理された移動（managed migration）」という概

念である。これの考えに従い、国境を越えるヒトの受入れを通じた利益を最大化

するプログラムと、制度を悪用するおそれのあるヒトを効率よく仕分けて排除す

るプログラムを、包括的な入国管理枠組みの中で導入することが表明された。前

者の目的を実現するために、いわゆるポイント・システムという能力別受入れ制

度が2008年から実施された。一方、後者に関しては、2005年に発表された 5 カ年

計画の中で、「新しい庇護モデル（New Asylum Model）」（Home Office 2005）が

打ち出された。先述の通り英国政府は、虚偽の庇護申請者が入国管理制度を悪用

しているため、真の「難民」の保護が困難になっているという立場をとる。新し

い庇護モデルでも、庇護申請者と非正規入国者と入国管理政策の悪用の 3 つの関

連が前提となっている。このモデルの下では、庇護申請が却下された者はすなわ

ち英国には望ましくない者であり、その者に対して迅速に退去強制が行使される

べきと考える。さらに「難民」と認定された者でも、即時に永住資格を付与する

のではなく、まずは 5 年間の一時的滞在許可を付与するように変更された。その

後、 5 年が過ぎても本国の安全が確認できず帰国ができない状態であれば、永住

資格の申請が可能になる（Macdonald and Billings 2007）。

13）	 2019年のマニフェストでは国際的移民保護制度に関する言及はない（Conservative Party 
2019. https://assets-global.website-files.com/5da42e2cae7ebd3f8bde353c/5dda924905da58799
2a064ba_Conservative％202019％20Manifesto.pdf　最終閲覧　2021年 8 月12日）。
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　英国では、2012年以降、いわゆる「敵対的環境（hostile environment）」14）政策

の下で入国管理制度が運用されている（柄谷 2017）。具体的には、「敵対的環境」

政策の目的として、非正規の移住者が英国に来るのを思いとどまらせるだけでな

く、既に入国している者の英国での生活および就労を困難にし帰国を促すと説明

されている（Brokenshire 2015）。「敵対的環境」の実現のための様々な法律が制

定された結果、いまや住居、社会保障、雇用といった分野にまで影響が拡大して

いる（Home Office 2018: 25-29）。本来、「敵対的環境」政策は、非正規入国およ

び滞在の防止が目的であり、庇護申請者を対象としていない。そもそも庇護申請

者は、審査の結果を経てはじめて、「難民」と認定されるかどうかが決定する。と

いうことは、申請結果を待っている庇護申請者は非正規滞在者ではない。庇護申

請者という身分での扱いを受けるのが当然である。しかし現実には、庇護申請者

に対する扱いと非正規滞在者に対する扱いは無関係ではない。というのも、外見

で両者を区別することは不可能だからである。結果として、「敵対的環境」政策

は、非正規滞在者だけでなく庇護申請者にも多大な影響を及ぼすことになる。さ

らに2012年以降、庇護申請者向けの住居や生活支援サービスが民間委託されるよ

うになった。個別庇護申請プロセスは心理的にも身体的にも負担が大きい。審査

結果が出て身分が確定するまでは就労できず、居住地域を自分で選択することも

できない。支給される生活費を使いつつ、決められた住居で生活し結果を待つし

かない。現在、効率を最重要視する民間委託運営の下、庇護申請者の生活は一層

制限されてしまっている。

　では、第三国定住受入れプログラムの現状はどうか（詳細は、Wilkins 2020）。

2018年に発表された政府方針によれば、第三国定住受入れプログラムは「最も脆

弱な難民に対して安全で合法的な道筋」を提供する（Home Office 2018: 2）。対

象となる「難民」の詳細はプログラム毎に異なるが、その目的はあくまで、第三

14）	 2010年の選挙公約の中で、保守党は実質的入国者数を年間10万人以下にすることを掲げた。
この公約を実現するために、2012年に「敵対的環境」政策が提言された。2021年現在でも撤回
は明言されていない。
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国定住受入れのみが恒久的な解決手段であるとみなされる「難民」を、UNHCR

との密接な関係を通じて欧州域外から直接受け入れる事である。くわえて英国の

プログラムはどれも、「最も支援の必要な者」を対象としている（Home Office 

2018: 2）。政府の発表によれば、2020年開始予定だった UKRS においても、「緊急

医療支援が必要な者、暴力や拷問からの生存者、危険に曝されている女性や子ど

も」を含めた「最も支援が必要な者」が対象となっている（UK Parliament 2019）。

　「難民」保護に関する国際協調の点からは、英国の第三次定住受入れ数が少しで

も増えることは望ましい。2014年開始の VPRS はシリア出身者、2016年開始の

VCRS は中東および北アフリカ出身の子を対象としていた。両プログラムは、こ

れらの地域から欧州に向かうヒトの急増に対応する目的で始まった。しかし両プ

ログラムはともに、「敵対的環境」政策の下で実施されている。結果として、個別

庇護申請に向けられる批判はそのままで、国内における庇護申請者の扱いも厳し

いままである。第三国定住受入れプログラムを通じた「難民」も、「敵対的環境」

の下で居住・就労することになる。

　1995年当初、第三国定住受入れプログラムはあくまで個別庇護申請を補足する

ための方法だった。それがいまや、個別庇護申請に取って代わるかのように、第

三国定住受入れのみが優遇されている。しかし先述のように、個別庇護申請数の

方が第三国定住受入れ数に比べて圧倒的に多い。にもかかわらず、第三国定住プ

ログラムには継続して拡充や改革策が打ち出される一方で、個別庇護申請につい

ては目立った改革の動きがない。このような対応について、個別庇護申請という

時間も費用もかかる方法ではなく、受け入れる「難民」の数や要件について政府

の管理が及ぶ第三国定住プログラムが優遇されているという指摘が向けられてい

る（Dajani 2020）。

　また英国は EU 離脱に合わせて、庇護申請を EU 加盟国のどの国が審査するか

を定めたダブリン規則からも離脱した。ダブリン規則によれば、原則として最初

に到着した EU 加盟国で庇護申請をしなければならない。そのためこれまでは、

英国に入国する前に他の EU 加盟国を経由してきた者を、それらの国に差し戻す
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ことができた。2021年国籍・国境法案でも、「庇護申請が可能な国を通過してきた

者は、英国への入国を拒否する」と定めている（Home Office 2021a）。しかし2021

年 7 月時点で、このような者を受け入れる取り決めを英国との間で行った国はな

い。この点においても、2021年国籍・国境法案を通じた庇護制度改革を実施する

にあたり、「ヨーロッパ人権条約、難民条約および海洋法に関する国連条約を含め

た、あらゆる国際的責務を果たす」（HM Government 2021: 43）という政府の説

明に疑念の目が向けられている。

3 　国際的難民保護制度における「第三国定住受入れ」

（1）「第三国定住受入れ」の変遷

　UNHCR 発行の『第三国定住ハンドブック』は、第三国定住受入れの歴史を以

下のように記している。冷戦時代には、冷戦対立からの逃避者には「自動的に難

民の地位を認める」という慣行が通常であった。しかしそのような慣行は1980年

代終わりには消滅していった。冷戦終結により、新たな定住指針を UNHCR に求

める動きが世界の国々の中に強まった（UNHCR 2011: 50）。このように、第三国

定住受入れの復権と、冷戦後の国際的難民保護制度の問い直しの間に密接な関係

があることは、UNHCR 自体が認めている。

　「自主帰還」、「第一次庇護国における社会統合」、「第三国定住」は、UNHCR が

掲げる難民問題の「恒久的解決（durable solutions）」方法である。従来、第三国

定住受入れは、「他に好ましい解決方法がない場合」の最後の手段と理解されてき

た（UNHCR 1996）。第三国定住受入れには、「偽装難民」を誘発するなどの懸念

が示されていたからである。しかし1990年代半ばに入り、UNHCR は第三国定住

受入れプログラムを見直し、その重要性を提唱するようになっていく（Nakashiba 

2013）。冷戦後の国際的難民保護体制は 2 つの問題に直面していた。一方で、いわ

ゆる西側先進諸国が多数を占めるグローバル・ノースでは、東西対立を前提とし

た「難民」受入れの意義が失われ、難民保護制度に対する関心が減少していた。
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同時に、英国の事例のように、虚偽の庇護申請を防止するという目的の下で入国

管理制度全体を厳格化する国が増えていた。もう一方で、1990年代以降、グロー

バル・サウスの大半を占める途上国においては、民族紛争や内戦などの国内紛争

が多発し、国内避難民を含めて保護を必要とする人々は減少しなかった。さらに

は、自国の状況が安定しないために帰還できず、第一次庇護国に設置されたキャ

ンプに閉じ込められたままの、いわゆる「長期滞留難民」問題を抱える国が増え

ていた（杉木 2014）。もはや、冷戦期の論理に基づく「難民」保護制度のままで

は、「難民」の定義には合致しないかもしれないが、それでも保護を必要とする大

量の人々に対応できない。そこで注目されたのが、国際的な「負担・責任の分担」

の方法としての第三国定住受入れだった。

　1990年代後半に入り、第三国定住受入れの基準やプログラム管理について包括

的な向上が図られる。後にUNHCRは、この時期に第三国定住受入れに対する「パ

ラダイム・シフト」（UNHCR 2019: 9）が生じたと述べている。1995年には、第

三国定住受入れを促進するために、政府、NGOsをくわえた「第三者協議（Annual 

Tripartite Consultation on Resettlement）」が設立された。同時期に「第三国定

住作業部会（Working Group on Resettlement）」も設立され、定住活動の情報共

有や第三国定住受入れへの参加促進を目的とした討議が、定期的に開催されるよ

うになった（UNHCR 2019）。

　2000年以降は、第三国定住受入れの「戦略的利用（strategic use of resettlement）」

が、新たな概念として登場する（van Selm 2018; Nakashiba 2013 10-12）。この

頃には、「長期滞留難民」のように、従来の恒久的解決方法から取り残された人々

への対応が不可避となっていた。そこで UNHCR は、第三国定住受入れの戦略的

利用に基づいた国際的な「責任共有」を、対応策の一つとして強調するようにな

った（UNHCR 2003）。戦略的利用という考え方がどれだけ具体的な成果を挙げ

たかについては評価が分かれる（van Selm 2014）。それでも、第三国定住受入れ

の拡大という目標については、2018年12月に国連総会で採択された「難民に関す

るグローバル・コンパクト（The Global Compact on Refugees、以下、グローバ
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ル・コンパクト）」においても再確認された（UN 2018: 2）。実際、グローバル・

コンパクトでは、「関係するステーク・ホルダーの間で、予測可能で公平な負担と

責任の分担の基盤」（UN 2018: 1）の提供が訴えられており、第三国定住受入れ

の拡大は目標の 1 つになっている。

（2）「第三国定住受入れ」の問題点

　一方で、第三国定住受入れプログラムの運用については、様々な問題点を指摘

する声も大きい。なかでも、対象者の選定における透明性や公正性への疑念は根

強い（たとえば、van Selm: 2014）。第三国定住受入れと個別庇護申請の受入れ

が、相互に強化・拡大されるのであれば問題はないのかもしれない。しかし現在

の英国でみられるように、個別庇護申請を犠牲にして第三国定住受入れプログラ

ムが優遇されるのであれば、本当に保護を必要とする脆弱な人ではなく、受入れ

国の望む「難民」のみを優先的に受け入れる手段になりかねない。結果として第

三国定住受入れプログラムは、実施にたずさわる組織の腐敗や汚職の原因に繋が

る恐れがある。

　UNHCR は、第三国定住受入れプログラムの運用条件を、各国に完全に委ねて

いるわけではない。UNHCR は、①法的・身体的保護のニーズ、②拷問や暴力の

サバイバー、③医療ニーズ、④危険に瀕する可能性のある女性および少女、⑤家

族の再統合、⑥危険に瀕する可能性のある子どもおよび若年者、⑦恒久的解決策

の選択肢に実現の見通しがない場合を、受入国に提出する第三国定住候補者のカ

テゴリーとしてあげている（UNHCR 2011: 37）。UNHCR は、「第三国定住の検

討のための前提条件を満たしていること」（UNHCR 2011: 36）と合わせて、上記

のカテゴリーの少なくともどれか一つに該当する者を、第三国定住受入れの候補

者リストに載せる。ただし第三国定住は権利ではない。したがって、UNHCR の

リストを通じて定住の希望が伝えられたからといって、最終判断は受入国に委ね

られる。

　以上、冷戦終結後の国際的難民保護体制の再構築に向けて、第三国定住受入れ
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にみられるように、負担・責任の「分担」が重視された。それと合わせて、負担・

責任の「減少」を模索する動きも進められていく。1990年代の欧州において、「一

時的保護（temporary protection）」という措置が認められ広く採用されるように

なる（川村 2003: 31-62）。発端は、1992年からの旧ユーゴスラビアでの紛争だっ

た。移動を余儀なくされた大量の人々が近隣諸国に流れ込み、その人たちが自国

への帰還を待つ間、基本的人権が尊重されるために保護が付与される必要があっ

た。同時に、それによって受入れ国に過度の負担がかかり、追放送還措置が発動

されることを避ける必要もあった。この 2 つの課題のバランスを取るための方法

として、一時的保護という措置が提唱された。その後、2001年に EU 理事会は、

「避難民が大量流入する場合の一時的保護を提供するための最低基準に関する命

令」を採択した。この命令により、一時的保護は「即時的にかつ一時的保護を提

供する例外的性格の手続き」（第 2 条（a））と定義された。つまり一時的保護と

は、本来の難民保護制度が機能不全を起こさないための例外的措置であり、難民

保護制度に取って代わるものではない。また EU においては、一時的保護対象者

と「難民」を比較した場合、保護の内容に遜色がないことが検証されている（川

村 2003: 47-58）。しかし一時的保護の制度化は、「難民」としての受け入れおよ

び保護義務が伴わない、新たな保護の方法が創設・承認されたことを意味する。

　現在の国際的難民保護制度には、「『難民の保護』と『負担分担』という 2 つの

サブ・レジーム」（杉木 2014: 197）が存在するという。実際、英国の入国管理制

度においても、「難民の保護」と「負担分担」は一つのセットして考えられてい

る。しかし難民認定基準第28項によれば、「人は難民と認定されるから難民になる

のではなく、難民であるからそう認定されるのである」。この基準からすれば、難

民の保護と負担分担の間に必ずしも関連はない。設立理念からいえば、UNHCR

にとっては「難民の保護」が最も重要なはずである。今日、一時的保護が制度化

し、第三国定住受入れが促進されている。前者は「難民」とは認めないまま保護

を一時的に付与する方法であり、後者は「難民」の中で選別し保護を与える方法

である。現状では、UNHCR ですら、「負担分担」の範囲や程度と「難民の保護」
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の決定の間に密接な関連を認めているかのようにみえる。

4 　管理の理論と難民保護、選別の理論と難民保護

　以上のように、1990年代後半から現在まで続く第三国定住受入れの推奨や一時

的保護の制度化は、国際的難民保護制度の中身を大きく変えてしまっている。一

体、どのような論拠によって正当化され促進されているのか。近年、「難民」と移

民の 2 分法やグローバル・サウスの視点を軽視する難民保護などを取りあげ、従

来の難民保護体制を批判的に検討する研究に注目が集まっている（たとえば、

Hamlin 2021）。そういった論者の中で、UNHCR自身の意図的な対応（intentional 

practices）が、国際的難民保護制度の機能や目的の変容をもたらしているとの指

摘がある（Mourad & Norman 2020）。前節までで述べたとおり、冷戦後の国際

的難民保護制度は「責任と負担の分担」が最大の課題となっている。そこで用い

られるようになったのが、「管理」と「選別」に基づく UNHCR の対応であり、そ

の具体例としての第三国定住受入れとなる。

（1）管理された移動と「難民」の保護

　最近の研究では、第三国定住受入れプログラムに参加する国家は、「管理された

ヒトの移動の論理（the logic of migration management）」に基づいて行動して

いると説明される（Hashimoto 2018: 181）。先述の通り、UNHCR のガイドライ

ンがあるとはいえ、第三国定住受入れプログラムの詳細は各国政府の方針に基づ

く。そのため、各国のプログラムの中身は、入国管理制度と同様に多様である。

それぞれのプログラムは前もって、受入れ対象となる「難民」の属性および要件

を指定している。要件の中に、入国後の「適応能力」を審査基準に含めている国

も多い15）。くわえて受入れ審査は、UNHCRなどの国際機関もしくは受入れ国の担

15）	 たとえば日本は、第三国定住受入れプログラムを通じた難民の受入れを、2010年から始めて
いる。プログラム実施前の閣議了解において、受け入れる難民は「日本社会への適応能力が↗ 
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当者が現地に赴き実施する。そのためプログラム実施国は、自国国内に庇護審査

手続き中（異議申立中も含め）の申請者を抱えずにすむ。これら両方の点から、

ヒトの移動を管理したい各国政府にとって、第三国定住受入れは個別庇護審査に

代わる「合理的」な選択といえる。実際、英国政府も、「英国の人々の寛容さは誇

るべきである。……しかし人道主義的政策は単独で存在するわけではない。包括

的入国管理制度の一部である」（HM Government 2021: 2）と、2021年入国管理

計画の中で述べている。受入れ人数や地域を管理できる第三国定住受入れこそが、

管理された移動の理念に基づいて寛容性を発揮するために最も理にかなった方法

だと、英国政府は説明する。

　本来、国際的パートナーシップ活動に基づく「難民」の第三国定住受入れと、

各国が独自に運用する入国管理制度は、依拠する理念や目指す目的が異なるはず

である。それが現状では、両者はこれまでになく接近している。「管理された移

動」の概念は、本来は難民保護とは別者のはずだった。先述の通り、第三国定住

受入れの再評価の目的は、「公平な負担と責任の分担」（UN2018: 1）を国際的に

促進するためである。目的実現のためには、第三国定住受入れに参加する国を増

やし、受入れ人数を増やすだけでは不十分である。それと同時に、各国が自国の

利益の最大化を第一に目指し「難民」の中で選別した者を受け入れるような、「一

国合理性」に基づく制度設計および運用を阻止する必要がある。各国の恣意的な

運用を認めれば、第三国定住受入れは「公平な負担と責任の分担」のための国際

的枠組みとはならない。このような問題を回避するために、UNHCR は第三国定

住受入れガイドラインが準備したはずである。にもかかわらず、法的および手続

き上の整備・検証が不十分なまま、UNHCR は第三国定住受入れを各国に推奨し

ている。このような現状に対して、第三国定住受入れが実際にはプログラム実施

国の「いいとこどり（cherry-picking）」を認める結果となっているという深刻な

↘ある者であって、生活を営むに足りる職に就くことが見込まれる者」であると確認された。
もう一つの条件が、「UNHCR が最適な保護の必要な者と認め、我が国に対してその保護を推
薦する者」である（難民対策連絡調整会議 2008）。
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懸念が示されている（de Boer and Zieck 2020）。

　第三国定住受入れプログラムの下では、脆弱な「難民」の中でも、第三国で適

応可能な能力を持つ（だからこそ、数は限定的にならざるをえない）「難民」と、

その条件に当てはまらない「難民」が仕分けられ、それぞれの処遇は変わってく

る。このような扱いを認めることで、国際的難民保護制度維持の役目を担う

UNHCR 自身が、「難民」と移民の境界線の「曖昧化に向けた積極的な役割（an 

active role in that “blurring”）」（Mourad and Norman 2020: 688）を果たすこと

になる。いまや UNHCR が目指すのは、責任と負担の総量の管理であり、その結

果としての分担の方法の運営になってしまっている16）。

（2）「難民」の中の選別と「難民」の保護

　先述の通り、国際的難民保護制度はグローバル・サウスで難民化する人々を視

野に入れて設立されたわけではない（Chimuni, 1998）。難民化するあらゆる人々

がすべて、冷戦が終わったとされる今日では「負担」とみなされる。そういった

状況の下で、UNHCR は第三国定住受入れを後押しするようになっていった。こ

の UNHCR の動きに連動し、また利用する形で、英国の庇護制度においても第三

国定住受入れの重視と個別庇護申請の厳格化が同時に進められた。このような

UNHCR および英国の姿勢を支える論拠が、「管理されたヒトの移動」である。英

国政府からすれば、第三国定住受入れを利用すれば、「難民」保護の対象者も保護

の程度もともに「管理」できる。また、そのために使う手段に UNHCR 自体が関

与し了承していることは重要である。UNHCR からしても、「予測可能で公平」な

分担を実施するには「管理」は必須である。結果として、いまや UNHCR が「世

界の人口を管理する警察官（global police of populations）」（Scheel and Ratfisch 

2014）の役割を担っているとすらいえる。

16）	 現在、「負担」をどのように計るかについての合意はない。一般に、負担の中身に人的負担
と財政的負担があると理解されている。負担分担をめぐる議論については、川村（2003: 43-47）
や杉木（2014: 197-205）に詳しい。
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　くわえて「分担」する「難民」の数や付与する保護の程度は、受入れ国からす

れば小さい方が望ましい。英国政府の声明にもあったように、積極的に人道主義

的制度を実施したいと思っても、際限なく制度を運用できる余裕はない。英国人

の寛容さを十分に発揮するためにも、真に保護が必要な「難民」を救う制度を「よ

り公平に、より効率的に」実施する必要がある。真に保護が必要な「難民」を選

び救う目的の制度とは、そのような者の数は少ないという前提の上に成り立つ。

制度の効率的な運用を妨げる多くの虚偽の庇護申請者がいるのが問題であり、そ

のような人々がいなければ制度が上手くいくと想定されている。また、非正規の

ルートで入国した後に「難民」と認定された者は、そもそも密航業者に支払う資

金を持っていた。そのような「難民」と、真に保護が必要だと UNHCR が判断し

た第三国定住受入れの「難民」とを同等に扱うのは「公平」ではない。したがっ

て、「難民」の中での選別は、庇護制度の公平で効率的な運用と管理のために不可

欠となる。そもそも、難民保護制度設立時から、「難民」をそれ以外の移住者から

選別することが前提だった。この「選別」という考え方は、いまや「難民」の中

でも適用される。

　当初から、国際的難民保護制度は、「難民」と移民を区別し、それぞれに別の対

応をすることを前提に設立された（Karatani 2005）。国際的難民保護制度の目的

は「難民」を保護することである。しかし現実には、国境を越えて移動するヒト

を「難民」とそれ以外の集団に分けることは難しい。くわえて、最も脆弱な者を

「難民」と認定して保護する目的で制度が設立したわけでもなかった。第二次世界

大戦終了後のヨーロッパにおいて、疲弊荒廃した各国は大量の失業者を抱えてい

た。そこに帰還兵がくわわることで、社会不安が増大し、再び争いの火種がうま

れることが危惧された。そこで、ヒトの移動に関わる国際組織と複数の主要国と

の間で交渉が行われた。最終的に米国主導の下で、現在の難民保護制度の基盤が

築かれることになった（Karatani 2005）。当時、経済的余力が唯一あったのが米

国であり、その米国が、新しく創設される難民保護制度および UNHCR の権限を

できるだけ制限的にすることを望んでいた。そのため、国境を越えるヒトを「難
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民」とそれ以外の集団に二分化し、前者を厳密に定義して扱うという判断が下さ

れた。その正当化の根拠として、強制的移動と自発的移動の区分が後付けで持ち

出されたのである（Karatani 2005: 519）。このように、第二次世界大戦後の現実

政治における各アクターの力関係の中で、国際的難民保護制度が形成された。そ

ういう意味では、難民条約の定義も、それに基づく難民保護制度も、設立当時の

時代性を色濃く反映している。どちらも、絶対的「正しさ」に基づいているわけ

ではない。にもかかわらず私たちは、「難民」と呼ばれる人たちこそが、国際的な

保護を最も必要としていると思い込んでしまっている。それは裏返せば、「難民」

を保護さえすれば、それ以外の人々は保護する必要がないという意味になりかね

ない。さらにいまや、難民条約の締約国政府は、「難民」の中から望ましい「難

民」を選び保護することで、国際的責務の履行を主張できるようになった。

　先述の難民認定基準第28項によれば、「難民」は「難民」だから「難民」と認定

されるのである。この論理に従えば、「難民」の中には区別はない。国境を越える

ヒトの中から「難民」（だけ）を認定し保護することが、UNHCR の任務となる。

難民条約の締約国にとっては、「難民」保護が条約上の責務である。とはいえ、負

担と責任が余りに大きくなりすぎれば、たとえそれを国際協調に基づいて分担し

たとしても拒否する国が現れかねない。そのような状況において、「難民」の中で

の選別を認める第三国定住受入れプログラムの運用を、UNHCR は容認している。

結果として、プログラム実施国と UNHCR の目的がともに、分担する必要がある

責任と負担の減少で合致することになった。

　21世紀の今日、国際的難民保護制度の目的および UNHCR の役割は変わってき

ている。にもかかわらず、国境を越えて移動するヒトの中で、「難民」のみが条約

に基づき保護を付与されるという点は変わっていない。それだけで十分なのか。

そのようなままで十分なのか。冷戦後の国際的難民保護制度は、「難民」の定義か

ら取り残される多くの人だけでなく、「難民」自体にも厳しくなっている。
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5 　「責任」を考え直す

　本論文では、人権団体や法曹界の懸念にもかかわらず、英国政府が第三国定住

受入れプログラムを推進し続ける理由を考察した。1990年代後半からは、UNHCR

自体も第三国定住受入れを再評価し推奨している。そこで本論文では、UNHCR

自体の方針転換の論拠と国際的難民保護体制に与える意味についても検討した。

　英国の歴代政権は、非正規移民による虚偽の庇護申請が、庇護制度の行き詰ま

りの原因であると説明してきた。したがって、非正規移民の入国阻止が庇護制度

の円滑な運用には不可欠となる。結果として、包括的な入国管理制度の一部とし

て庇護制度は位置づけられ、運用されてきた。当初、第三国定住受入れは限定的

だったが、1990年代後半以降は積極的に活用されていく。同じ頃、UNHCR も第

三国定住受入れの役割を再評価し、活用を促進するようになっていた。「管理され

た移動」の実現を目指す英国政府としては、国内での審査が不必要な第三国定住

受入れは有益な手段だった。EU 離脱後のグローバル・ブリテンにおいても、こ

れまで以上に第三国定住受入れを活用し、庇護制度にかかる「負担」を減らすこ

とが目指されている。同時に、第三国定住受入れプログラムを通じて入国する、

真に保護が必要な「難民」と、そうでない「難民」とを分け、それぞれに付与さ

れる権利や給付に差をつける。そうすることで公平な制度運用が可能になり、人

道主義的な庇護制度を維持し続けられる。現在に至るまで、上記のような入国管

理制度の理念を英国政権は強調してきた。

　第二次世界大戦後、東西対立のヨーロッパで、国際的難民保護制度は成立・発

展してきた。そのため、グローバル・サウスで発生する難民状況は、ほとんど対

応されないままだった。冷戦終結後は、グローバル・ノースの国々においても「難

民」保護に対する関心が急速に失われていく。このような状況において、UNHCR

は「責任と負担の分担」を全面的に訴えざるを得なくなった。第三国定住受入れ

の見直しは、UNHCR にとって必然の選択だった。冷戦終結後の国際的難民保護

制度は、「難民」の保護と「責任と負担の分担」の両方が不可欠である。しかし両
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者は対等ではなく、「責任と負担の分担」の方が国際的難民保護制度の活動範囲や

方法に大きな影響を与えているようにみえる。その結果、従来は入国管理制度に

導入されてきた「管理された移動」の論理が、第三国定住受入れの運用にも用い

られるようになっている。受け入れる「難民」の条件を前もって決めておくとい

う第三国定住プログラムは、「難民」は「難民」であるから保護されるという、難

民保護制度の根幹を揺るがしかねない。くわえて、そのようなプログラムの推進

に UNHCR が舵を切ったことで、UNHCR 自体が「難民」と移民の扱いの境界を

曖昧にし、「難民」の中での選別すら容認するようになっている。

　2021年に難民条約は採択70周年を迎えた。本論文でみてきたように、難民条約

の文言は変わっていなくても、その機能や目的は変化している。またその変化に、

意識的であれ無意識であれ、UNHCR が深く関わっている。本論文がとりあげた

第三国定住受入れは、難民問題の「恒久的解決」のための手段といわれてきた。

しかしその対象となるのは、受入れ国の条件に合致して「選択」された一部の「難

民」にすぎない。もちろん、ごく少数であれ、第三国定住受入れを通じて新たな

機会をつかむ者がでてくることは望ましい。しかし設立当初から、国際的難民保

護制度の下で、「難民」と認定される者だけが救われ、保護が必要なその他の多く

の者が取り残される状況が続いてきた。いまや、「難民」の中の一部が、第三国定

住受入れを通じて救われ、さらなる「保護」を享受できる。

　近年、冷戦後の国際的難民保護制度を支える「責任と負担の分担」について、

分担の根拠となる「責任」を問い直す論考が増えている17）。これらの議論では、「能

力（capability）」だけでなく、「過去の過ち（culpability や past injustice）」に基

づいて「責任」の意味や「責任」を担う主体を問うている18）。難民化する人々の多

くがグローバル・サウス出身であり、グローバル・サウスの多くは植民地だった

歴史をもつ。また、内戦が原因で多くの人が難民化しており、軍事的支援をする

17）	 たとえば、植民地宗主国の責任（Mayblin 2017）や覇権国の軍事活動の責任（Coen 2017; 
大津留 2016）に基づく「難民」受入れを問う論考がある。

18）	 詳細は、Coen （2017）および Souter （2014）を参照。
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国々がなければ内戦は激化しない。過去の植民地主義や大国の対外政策を通じた

「責任」に目を向けることで、保護の対象者や保護の付与の方法が拡大、もしくは

多様化する可能性が広がる。これまで、「負担」と「分担」にのみ関心が集中しす

ぎていた。繰り返し強調するが、国際的難民保護制度は重要であり維持されなけ

ればならない。しかしだからといって、あがめて保持しているだけでは足らない。

本論文からもわかるように、不変にみえる難民保護制度も実質的には変化してい

る。制度の機能や目的、さらには運用についての批判的検証は不可欠である。絶

え間ない批判的検証を通じた再創造および再構築がなければ、難民保護制度が「解

決」する問題は小さくなる一方である。
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